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研究成果の概要（和文）：航路の様な強制力はないが、自然に発生した船舶交通流中を航行する

船舶に対する避航操船行動とランダムに配置された船舶交通中を航行する船舶に対する避航操

船行動を比較した。まず、避航対象となる船舶の発見距離については、両者に有意な差は見受

けられなかった。一方、自船が避航船舶である場合であっても、自然に発生した船舶交通流中

を航行する船舶に対しては、ランダム船舶交通中を航行する船舶に対する避航動作に比べ、避

航時機が著しく遅れることが明らかになった。また、航行安全対策の一環として、経験の浅い

管制官の特徴を明らかにした。 
 
研究成果の概要（英文）：The result of ship-handling for avoidance in a traffic flow is 
compared with the result of ship-handling for avoidance in a random traffic. In case of 
detection range of a target, specific differences in each water area have not been appeared. 
But even if the own vessel is a give-way vessel, they assume that the target vessel will alter 
her course along the traffic flow; as a result they get behind in their judgment on give-way. 
The author has also verified the characteristics of inexperienced Vessel Traffic Service 
(VTS) Operator as a countermeasure for ship collision in such a water area. 
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１．研究開始当初の背景 

主要海難の一つである衝突海難の原因の
第一位は、見張り不十分（動静監視不十分を
含む。以下同じ。）で、86%を占めている[1]。
また、多くの海難審判結果は、操船者個人に
その責任を追及している。研究代表者は、操
船者の基本である見張りが、なぜ不十分とな

ってしまうのか、その背景要因を明らかにす
ることを試みている。現在、避航操船におけ
る見張りの機能を「①船舶の発見」、「②動静
把握」、「③将来状況の予測」に分類し、さま
ざまな航行環境を操船シミュレータによっ
て再現し、避航操船に関する操船者の行動を
機能ごとに分析しているところである。①及
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び②に関する見張り不十分については、単な
る操船者の不注意やミスから発生するもの
だけでなく、航行環境（例えば、高い船舶交
通密度、低視界状態、漁船の存在等）によっ
ては、事故に至らないまでも、多くの操船者
が海難審判において「見張り不十分である。」
と言われる行動をとることが明らかになっ
ている[2][3]。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

(a) 交通流の無い状態 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b) 管理された交通流 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(c) 自然発生的交通流 

 
図 1 船舶交通流の管理度による将来状況予

測の違い 
 
③に関しては、将来の状況を正確に示す航行
援助システムが開発されていない現状にお
いては、ある時点での船舶に対する動静把握
結果を将来に延長することにより行われ（図
1(a)）、衝突のおそれがあれば直ちに避航操船
を行うのが一般的である。ところが、船舶交
通流が存在する海域では、必ずしも動静把握

の延長線上に将来の結果が無い場合が考え
られる。図 1(b)のように、船舶交通流が航路
などで管理されている場合は、現状把握の結
果を単純に延長すれば衝突するおそれがあ
ると判断されるケースではあるが、航路に沿
って航行することが明らかであるため、衝突
には至らない。一方、図 1(c)のように、例え
ば大きな港があるために、太い矢印で示す交
通流が自然発生しているような海域におい
ては、A 船が直進し海峡を抜けるのか、それ
とも右に針路を変え、港に入港するのかは、
両船が AIS 搭載義務船でない限り、B 船から
は判断できない。ただし、B 船操船者が、「お
よそ A 船は港に入港するだろう。」と憶測す
ることは考えられる。このため、その憶測が
誤っている場合には、大変危険な状況となる
ことが予想される。 

過去の船舶衝突事故において、誤った憶測
が原因として操船者個人の責任が追及され
た裁決例は多々存在するものの、航行環境要
因については言及されていないのが現状で
ある。そこで、本研究では自然発生的船舶交
通流が避航操船に関する操船者の一連の判
断及び行動に対し、どの程度影響を及ぼすの
かを調査する。 
 
２．研究の目的 

自然発生的船舶交通流が操船者に及ぼす
影響を調査し、安全対策を提案する。具体的
には次のことを目的とする。 
ⅰ) 整流されていないランダムな船舶交通

中での標準的な操船者の避航操船特性を
明確にする。 

ⅱ) 自然発生的船舶交通流中での操船者の
避航操船内容を計測する。 

ⅲ) ⅰ)及びⅱ)の結果の比較により、自然発
生的船舶交通流が操船者の避航操船に及
ぼす影響を評価する。 

ⅳ) 特定の海域において、船舶交通流を管理
する海上交通センターの業務調査並びに
同センター利用者に対する利便性又は要
望等に関する調査を実施し、自然発生的
船舶交通流中を航行する船舶の安全運航
に必要な対策を考案する。 

 
３．研究の方法 
(1) 研究代表者が所属する国際海事シミュ

レータフォーラム（IMSF）を通じ、操船
シミュレータ訓練結果を収集し、ランダム
な船舶交通中における標準的な操船者の
避航操船特性を明らかにする。 

(2) 自然発生的船舶交通流を操船シミュレー
タを用いて再現し、当該海域において実務
者による避航操船実験を実施し、(1)で求
めた標準的な避航操船特性と比較するこ
とにより、自然発生的船舶交通流が避航操
船に及ぼす影響について評価する。 
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(3) 特定の海域において、船舶交通流を管理
している海上交通センターの業務内容調
査並びに実務者に対する同センターに関
する利便性、要望、欠点等について調査を
実施する。調査結果と実験により明らかに
なるであろう自然発生的船舶交通流中に
おける避航操船特性を踏まえ、航行安全対
策を提案する。 

 
４．研究成果 
(1) 整流されていないランダムな船舶交通中
での標準的な操船者の避航操船特性につい
ては、IMSF での共同研究結果を用いた[4]。
同研究結果のデータは本報告者が取りまと
めているので、その中から、(2)で述べる千葉
県洲埼沖の自然発生的船舶交通流に近い針
路交差角である 60度に近い条件を抽出した。
抽出した結果については、(3)以降の結果と合
わせて、図 3 に示す。 
 
(2) 自然発生的船舶交通流中での操船者特性
を計測するために、操船シミュレータによる
実験を実施した。被験者は、VLCC の乗船履
歴があり、同海域航行経験を有する船長（1
名）、一等航海士（3 名）及び二等航海士（1
名）である。海域は、既に船舶交通流の実態
調査[5]がなされている千葉県洲埼沖を対象と
した。操船シミュレータにおけるシナリオ概
要を図 2 に示す。同図は、自船（VLCC、全
長 320m、速力 15.6 ノット）とターゲット（貨
物船、全長 100m、速力 18 ノット）との距離
が 5 マイルとなった時の状況である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 シナリオ概要 
 

自船とターゲットとの実験開始時の距離
は、14 マイルである。気象海象等の条件は、
日中、視程 10 マイル、風潮流等の外乱がな

い状態である。図中の自船上に記された破線
は、本報告者が被験者に与えた本船の計画進
路である。本船は、伊豆大島北東沖を針路
060°で進み、洲埼北西沖で東京湾向け変針
する。ただし、避航が必要な場合については、
計画進路から離れることを妨げるものでは
ない旨を伝えている。 

周知のように、同海域を北上する多くの船
舶は、図中の矢印で示すように、洲埼西方沖
において東京湾向け変針する。ただし、本シ
ナリオでのターゲットは、自船と衝突のおそ
れを保ったまま洲埼沖で変針せず、三浦半島
向け針路 000°で直進する。自船はターゲット
に対し、海上衝突予防法上の避航船となるた
め、ターゲットの進路を避けなければならな
い。本シナリオでは、自船がターゲットに対
する避航を制約するような船舶は配置され
ていないが、仮に自船が避航しない場合は、
図中の十字で示された地点において、ターゲ
ットと衝突することになる。 
 
(3) 図 3 に IMSF の結果と本シミュレータ実
験の結果を「発見」、「危険認識」、「避航開始
距離」「最接近距離」の順に示す。 

ターゲットの「発見」については、概ね
IMSF の結果と同等の範囲内にある。操船局
面が「危険認識」、「避航開始」へと進むにつ
れ、IMSF の結果に比べ、近距離に接近する
まで避航行動が現れない傾向がみられる。 

また、避航操船手段については、IMSF の
結果では、全てのケースにおいて、自船が右
転した。一方、本検証実験では、全ての操船
者が針路を左に転じた。しかも、急激な左転
ではなく、徐々に針路を左に取った。その結
果、最接近距離が自船船長の 1 倍から 2 倍程
度になり、しかもターゲットの船首前方を横
切る結果となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 避航行動特性の比較 
 

実験後の聴き取り調査では、各操船者とも
ターゲットとニアミスした海域付近におい
て、ターゲットが東京湾向け針路を右に転ず
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るものと確信し、避航動作が遅れた旨を供述
している。この避航の遅れにより、右転での
避航操船では自船の閉塞領域[6]の奥深くにタ
ーゲットの侵入を許すことになるため、左転
せざるを得ない状況になったものと考える。 

「発見」がランダムな船舶交通中と同等の
範囲内で行われた場合であっても、船舶交通
流中を航行する船舶に対しては、その後の
「危険認識」及び「避航開始」が遅れること
が確認された。操船者が他の航行船舶もその
船舶交通流に沿って航行するものと予測し、
避航の必要性が無いものと判断したためで
ある。 

 
(4) IMSF において研究されたランダムな船
舶交通中を航行する船舶に対する避航操船
結果と、本研究で実施した船舶交通流を航行
する船舶に対する避航操船結果とを比較し
た。自船が避航船である場合でも、船舶交通
流の状況によっては、他船が当該船舶交通流
に沿って、いずれは変針するものと自船操船
者が予想するため、ランダムな船舶交通中を
航行する船舶を避航する場合に比べ、「危険
認識」及び「避航開始」が遅れ、他船に著し
く接近する場合があることが確認された。こ
のことは、避航判断の遅れを生じさせる要因
が航行環境側に存在する場合があることを
示している。つまり、航行環境が改善されな
い限り、このような憶測に起因する避航の遅
れが発生し続け、ひいては衝突海難に至るこ
ととなる。 

以上のことから、主要な変針目標となる岬
の沖合や、船舶交通流が集約又は発散する海
域においては、例えば日本船長協会が推薦し
ているような分離通航方式の強制化を図る
と共に、最終的には航行管制を実施し、操船
者が他船の動向を憶測しないで済むような
航行環境を整備する必要があると考える。 

 
(5) 操船者が他船の動向を憶測しないで済む
航行環境が既に整備されている航行管制区
域における航行管制業務に関する調査と管
制海域利用者の意見調査を行った。 

まず、利用者の意見としては、現状の航行
管制業務に概ね問題点は感じていないとの
ことであるが、航路入航前の通報時に自船の
先及び後に入る巨大船及び準巨大船に関す
る船種、船名、水先人乗船の有無についての
情報が欲しいとの要望があった。これは、自
船の前後位置を早期に決定できること、また、
水先人乗船の有無によって、先船又は後船の
減速の有無が予測でき、将来の避航予測に有
意になるからである。 

当該要望について、管制官に対する聴き取
り調査を実施したところ、経験の豊富な管制
官では、当該要望に関する情報を常に提供し
ているとの回答を得たが、経験の浅い管制官

にあっては、必ずしも当該情報を提供してい
るとは限らないとの回答があった。すなわち、
利用者にとっては、管制官により得られる情
報が異なる問題が生じていることが明らか
になった。 

 
(6) そこで、経験の浅い管制官が経験豊富な
管制官とどのような技能差が生じているの
かを調査した。現場管制業務を統括している
管制官 16 名から、経験の浅い管制官と経験
豊富な管制官との差についての意見を聴取
し、IALA の勧告[7]による技能分類（Module）
に沿って、整理した。一例を挙げると
Module3（機器取扱い）について、次のよう
な差が見られるため、経験の浅い管制官は、
危険の早期発見ができないことが明らかに
なった。 

・レーダレンジ又は監視エリアの変更回数
が少ない 

・捕捉船舶のベクトル長を調整しない 
・ 一つの現象に意識を集中し過ぎる 
・ロストターゲットに対する ID の再付与
をしない 

・IALA “A”海域から来た船舶に対する警戒
が不十分 

・航路周辺海域に対する監視が不十分 
・船舶の変針又は変速後における CPA の
再確認をしない 

また、Module6（無線通信）については、
経験豊富な管制官は、無線で呼出してきた船
舶の船名を基に、船種、パイロット乗船の有
無を判断し、当該船舶が航行しているおよそ
の位置を推定する技能を有しており、このこ
とが早期対応を可能にしているということ
が明らかになった。 

 
(7) 管制官の技能整理については、本研究を
通じて新たに発覚した問題であり、また、世
界的にも海技従事者の技能に比べ、十分な技
能整理がなされていない分野である。よって、
今後も継続して研究する必要がある。また、
今回整理された技能は管制官の技能の極一
部ではあるものの、筆者が担当する管制官研
修への応用が可能であり、経験の浅い管制官
の技能向上を図ることによって、海域利用者
の利便性の向上に繋げて参りたい。 
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